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< 番号１「令和６年度大阪府一般会計補正予算（第２号）の件」 【予算案（１件）】 > 

 

 

【事件議決案（２３件）】 

 
番号 

 
件     名 概          要 

２ 

 

工事請負契約締結の件

（津波・高潮対策事業） 

一級河川木津川新水門機械設備工事請負契約 

契約金額 ４８億２，２９９万２，９００円 

受 託 者 株式会社ＩＨＩインフラ建設 

 

３ 

 

工事請負契約締結の件

（大阪府警察署施設整

備事業） 

 

(1) 大阪府高槻警察署新築工事請負契約 

契約金額 ３４億３，２００万円 

請 負 者 大鉄・南海辰村特定建設工事共同企業体 

(2) 大阪府高槻警察署新築電気設備工事請負契約 

契約金額 ８億２，６１０万円 

請 負 者 中央電設株式会社 

 

４ 

 

工事請負契約締結の件

（二級河川住吉川地下

調節池築造工事（熊取

歴史公園）） 

 二級河川住吉川地下調節池築造工事（熊取歴史公園）請負

契約 

契約金額 ３４億９５６万円 

請 負 者 大林・岸本特定建設工事共同企業体 

 

５ 

 

工事請負契約締結の件

（大阪府咲洲庁舎機械

設備改修工事） 

大阪府咲洲庁舎機械設備改修工事請負契約 

契約金額 ６億５,６７０万円 

請 負 者 斎久工業株式会社 

 

６ 

 

工事請負契約締結の件

（旧大阪府立公衆衛生

研究所他撤去工事） 

旧大阪府立公衆衛生研究所他撤去工事請負契約 

契約金額 １４億６，３８９万９，８００円 

請 負 者 三貴株式会社 

 

７ 

 

工事請負契約締結の件 

（大阪府立体育会館電

気設備改修工事） 

大阪府立体育会館電気設備改修工事請負契約 

契約金額 ８億２，８３０万円 

請 負 者 栗原工業株式会社 

 

８ 

 

工事請負契約締結の件

（阪南港阪南４・５区

貝塚大橋耐震対策事

業） 

 

阪南港阪南４・５区貝塚大橋耐震対策工事その４請負契約 

契約金額 ７億２，４９０万円 

請 負 者 ピーエス・コンストラクション株式会社 
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番号 

 
件     名 概          要 

９ 

 

工事請負契約締結の件

（大阪府警察住之江１

待機宿舎撤去工事） 

 

大阪府警察住之江１待機宿舎撤去工事請負契約 

契約金額 １４億９，６００万円 

請 負 者 大鉄工業株式会社 

１０ 

 

工事請負契約変更の件

（モノレール道整備事

業） 

 大阪モノレール門真南駅（仮称）駅舎建設工事請負契約 

（令和６年６月１４日議決） 

契約金額 ８１億９，９７３万円 

      → ８６億１，１６５万６，９００円 

請 負 者 株式会社大林組 

 

１１ 

 

工事請負契約変更の件

（都市河川改良事業） 

 

寝屋川北部地下河川鶴見調節池築造工事（Ｒ５本体工）請

負契約           （令和６年３月２２日議決） 

契約金額 ４６４億７，５００万円 

      → ４６６億５，６１４万９，１００円 

請 負 者  大林・日本国土・本間特定建設工事共同企

業体 

 

１２ 

 

工事請負契約変更の件

（大阪府立中之島図書

館書庫棟改築その他工

事） 

 

 大阪府立中之島図書館書庫棟改築その他工事請負契約 

（令和４年１０月２６日議決） 

契約金額 １０億４，５００万円 

      → １１億１３６万１，８００円 

請 負 者 株式会社藤木工務店 

 

１３ 

 

動産買入れの件（災害

用組立式洋式水洗機能

付きトイレ） 

 

災害時に府内の避難所等において使用する災害用組立式洋

式水洗機能付きトイレ 

買入れ金額 １億５，７９６万円 

買 入 れ 先 株式会社ミヨシ 

 

１４ 

 

土地売払いの件 

 

 元府立咲州高等学校敷地 

所 在 地 大阪市住之江区南港中四丁目３番３ 

面   積 ３３，０２４．９８㎡ 

相 手 方 多賀 洋一 

売 払 金 額 １９億５，０００万円 
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番号 

 
件     名 概          要 

１５ 

 

大阪府営業時間短縮協

力金に係る返還金に関

する債権放棄の件 

大阪府営業時間短縮協力金の返還金に係る債務者に対し

て、大阪府が有する債権を放棄することについて議決を求め

るもの。 

〔放棄する債権〕 

・回収不能となった８４万円及び当該返還金に係る遅延損

害金   

 

１６ 

 

大阪府新型コロナウイ

ルス感染症無料検査実

施事業費補助金に係る

不当利得返還請求に関

する訴えの提起の件 

 

大阪府新型コロナウイルス感染症無料検査実施事業費補助

金に係る不当利得返還請求について、事業者を相手方として

訴えを提起するため、議決を求めるもの。 

１７ 

 

大阪府営業時間短縮協

力金に係る不当利得返

還請求に関する訴えの

提起の件 

 

大阪府営業時間短縮協力金に係る不当利得返還請求につい

て、事業者を相手方として訴えを提起するため、議決を求め

るもの。 

１８ 

 

中小企業高度化資金貸

付金返還請求に係る詐

害行為取消請求に関す

る訴えの提起の件 

 

中小企業高度化資金貸付金返還請求について、連帯保証人

が行った不動産の贈与により利益を受けた者を相手方とし

て、詐害行為取消請求の訴えを提起するため、議決を求める

もの。 

１９ 

 

二級河川佐野川耐震対

策工事その２（東洋橋

下流）に伴う内水によ

る建物等の浸水に係る

損害賠償請求に関する

和解の件 

 

泉佐野市湊三丁目において発生した内水による建物等の浸

水に係る損害賠償請求について、民事訴訟法第８９条第１項

の規定により和解するため、議決を求めるもの。 

２０ 

 

大阪府立交野支援学校

四條畷校における通学

等バスの介助員の負傷

事故に関する損害賠償

の額の決定及び和解の

件 

 

大阪府立交野支援学校四條畷校において発生した通学等バ

スの介助員の負傷事案に関して、損害賠償の額を決定し、民

法第６９５条の規定により和解するため、議決を求めるもの。 
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番号 

 
件     名 概          要 

２１ 

 

公立大学法人大阪の定

款の一部を変更する件 

地方独立行政法人法の改正による年度計画の廃止及び公立

大学法人大阪が出資を受けた財産の一部を除却したことに伴

い、同法人の定款の変更が必要となるため、地方独立行政法

人法第８条第２項の規定により議決を求めるもの。 

 

２２ 

 

公立大学法人大阪に係

る第２期中期目標を定

める件 

 

公立大学法人大阪が今後６年間において達成すべき業務運

営等に関する目標を定めるため、地方独立行政法人法第２５

条第３項の規定により議決を求めるもの。 

２３ 

 

地方独立行政法人大阪

府立病院機構に係る中

期計画の一部変更につ

いて認可する件 

 

地方独立行政法人大阪府立病院機構に係る中期計画につい

て、大阪母子医療センターの建替え整備を踏まえた目標値等

の変更及び個人情報保護法の改正に伴う変更について認可す

るため、地方独立行政法人法第８３条第３項の規定により議

決を求めるもの。 

 

２４ 

 

特定事業契約締結の件

（大阪府営堺宮山台４

丁第３期住宅民活プロ

ジェクト特定事業） 

 

大阪府営堺宮山台４丁第３期住宅民活プロジェクト 

契 約 金 額 ４９億９，８００万円に物価変動率によ

り調整した増減額を加算した額及び契約

に基づく入居者移転支援実費を加算した

額に、消費税及び地方消費税を加算して

得た額 

契約の相手方 東レ建設株式会社 

関電不動産開発株式会社 

株式会社遠藤剛生建築設計事務所 

中林建設株式会社 

大勝建設株式会社 
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【条例案（１４件）･･･制定１件、一部改正１３件】 

 
番号 

 
件     名 概          要 

２５ 

 

二千二十五年日本国際

博覧会の準備及び開催

時における小型無人機

等の飛行の禁止に関す

る条例制定の件 

 

２０２５年日本国際博覧会の準備及び開催時において、博

覧会の円滑な準備及び運営の確保に資するため、対象地域及

び対象施設周辺地域の上空における小型無人機等の飛行を一

定の期間禁止することとする。 

・規制範囲 夢洲（博覧会会場を含む）及びその周囲お

おむね１，０００メートル 等 

・期  間 知事が定める期間 

   施行日：公布の日 

 

２６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する条例等

一部改正の件 

 

国家公務員について、いわゆるフレックスタイム制度が拡

充されること等を踏まえ、条例において同趣旨の規定を追加

する等の改正を行う。 

〔主な改正内容〕 

・原則全ての職員について、職員の申告を経て、任命権者

が公務の運営に支障がないと認める場合に週休日以外に

勤務時間を割り振らない日を設けることができることと

する。 

・育児短時間勤務職員について、勤務時間を午前５時から

割り振ることができることとする。 

   施行日：令和７年１月１日 

 〔関係条例〕 

 ・職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例 

 ・職員の給与に関する条例 

 ・職員の育児休業等に関する条例 

 ・一般職の任期付研究員の採用等に関する条例 

 

２７ 

 

大阪府消費生活行政事

務に係る事務処理の特

例に関する条例一部改

正の件 

 

不当景品類及び不当表示防止法の改正により、規定の整備

（条項ずれ是正）を行う。 

    施行日：公布の日 

２８ 

 

大阪府インターネット

上の誹謗中傷や差別等

の人権侵害のない社会

づくり条例一部改正の

件 

 

特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者

情報の開示に関する法律の改正により、規定の整備（条項ず

れ是正等）を行う。 

    施行日：規則で定める日 
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番号 

 
件     名 概          要 

２９ 

 

大阪府宿泊税条例一部

改正の件 

 

税が課される宿泊に係る宿泊料金の下限を引き下げる等の

改正を行う。 

〔主な改正内容〕 

１ 宿泊税が課される宿泊に係る宿泊料金の下限を引き下

げる。 

〔改正前〕１人１泊 ７，０００円 

〔改正後〕１人１泊 ５，０００円 

２ 宿泊税の税率を引き上げる。 

・宿泊料金が１人１泊１５，０００円未満の宿泊 

〔改正前〕１００円 

〔改正後〕２００円 

・宿泊料金が１人１泊１５，０００円以上２０，０００

円未満の宿泊 

〔改正前〕２００円 

〔改正後〕４００円 

・宿泊料金が１人１泊２０，０００円以上の宿泊 

〔改正前〕３００円 

〔改正後〕５００円 

施行日：規則で定める日 

３ 修学旅行生等に対する宿泊税を免除する旨の規定を追

加する。 

施行日：令和７年１１月１日 

 

３０ 

 

 

 

大阪府中小企業融資に

関する損失補償契約に

係る回収納付金を受け

取る権利の放棄に関す

る条例一部改正の件 

 

産業競争力強化法の改正により、規定の整備（条項ずれ是

正）を行う。 

    施行日：公布の日 

３１ 

 

 

大阪府立労働センター

条例一部改正の件 

大阪府立労働センターの利用料金について後納によること

ができることとする。 

    施行日：公布の日 
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番号 

 
件     名 概          要 

３２ 

 

大阪府環境農林水産

行政事務に係る事務

処理の特例に関する

条例及び大阪府建築

都市行政事務に係る

事務処理の特例に関

する条例一部改正の

件 

 

地方自治法第２５２条の１７の２の条例による事務処理の

特例制度に基づき、宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく

事務の一部を貝塚市が処理することとする。 

    施行日：令和７年４月１日 

３３ 

 

水質汚濁防止法第三

条第三項の規定によ

る排水基準を定める

条例一部改正の件 

 

排水基準を定める省令の改正により、特定事業場に適用す

る排水基準が改正されたことに伴い、条例において同趣旨の

改正を行う。 

  〔改正前〕大腸菌群数（単位 １立方センチメートルに

つき個）日間平均３，０００ 

  〔改正後〕大腸菌数（単位 １ミリリットルにつきコロ

ニー形成単位）日間平均８００ 

    施行日：令和７年４月１日 

 

３４ 

 

 

大阪府漁港管理条例

一部改正の件 

漁港漁場整備法の改正により、漁港管理者から漁港施設等

活用事業の実施に関する計画の認定を受けた者に対し、水域

若しくは公共空地の占用の許可又は漁港水面施設運営権の設

定を行い、漁港施設等活用事業を実施させることが可能とな

ったことに伴い、占用料を徴収する対象に当該計画の認定を

受けた者を追加する。 

    施行日：令和７年４月１日 

 

３５ 

 

 

大阪府建築基準法施

行条例及び大阪府建

築都市行政事務手数

料条例一部改正の件 

 

建築基準法の改正により、規定の整備（条項ずれ是正等）

を行う。 

    施行日：規則で定める日 

３６ 

 

 

大阪府都市計画法施

行条例一部改正の件 

地方自治法第２５２条の１７の２の条例による事務処理の

特例制度に基づき、都市計画法等に基づく事務の一部を貝塚

市が処理することとする。 

    施行日：令和７年４月１日 

 

３７ 

 

 

大阪府立学校条例一

部改正の件 

府立高等学校再編整備計画に基づき、大阪府立東大阪みら

い工科高等学校を設置する。 

施行日：令和７年１月１日 
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番号 

 
件     名 概          要 

３８ 

 

 

大阪府学校医等の公

務災害補償に関する

条例一部改正の件 

 

公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害

補償の基準を定める政令の改正に伴い、府立学校の学校医等

の公務災害に係る補償基礎額を改正する。 

    施行日：公布の日 
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【人事案件（３件）】 

 
番号 

 
件     名 概          要 

３９ 

 

大阪府教育委員会委員

の任命について同意を

求める件 

 教育委員会委員森口久子氏及び岡部美香氏の任期が令和６

年９月３０日に満了となるので、森口氏を再任するとともに、

尾崎えり子氏を新たに任命することについて、地方教育行政

の組織及び運営に関する法律第４条第２項の規定により同意

を求めるもの。 

 

４０ 

 

 

大阪海区漁業調整委員

会委員の任命について

同意を求める件 

 

大阪海区漁業調整委員会委員に合田進氏を任命することに

ついて、漁業法第１３８条第１項の規定により同意を求める

もの。 

４１ 

 

 

大阪府公害審査会委員

の任命について同意を

求める件 

 

公害審査会委員１５名の任期が令和６年１０月３１日に満

了となるので、次の各氏を任命することについて、公害紛争

処理法第１６条第１項の規定により同意を求めるもの。 

桑 野 園 子 （再任） 

中 川 眞   （再任） 

大久保 規 子 （再任） 

佐 藤 眞奈美 （再任） 

尾 﨑 博 明 （再任） 

近 藤 明   （再任） 

黒 坂 則 子 （再任） 

田 中 みさ子 （再任） 

松 井 孝 典 （再任） 

小 林 邦 子 （再任） 

竹 岡 富美男 （再任） 

伊 藤 寛   （新任） 

小 池 康 弘 （新任） 

丸 山 明 夫 （新任） 

山 口 心 平 （新任） 
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【報 告（１７件）】 

 
番号 

 
件     名 概          要 

(報告) 

１ 

 

 

府警察職員の職務上の

行為に係る損害賠償請

求事件の控訴の専決処

分の件 

 

府警察職員の職務上の行為に係る損害賠償請求事件の控訴

について、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処

分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求める

もの。 

２ 

 

 

府営住宅明渡請求に関

する訴えの提起及び和

解の専決処分の件 

家賃滞納者等に対する府営住宅明渡請求に関する訴えの提

起及び和解について、地方自治法第１８０条第１項の規定に

より専決処分にしたので、同条第２項の規定により報告する

もの。 

(1) 訴えの提起  ５３件 

専 決 日  令和６年７月３日 

(2) 和   解  ３１件 

専 決 日  令和６年６月２７日 

 

３ 

 

 

府営住宅の家賃及び共

益費並びに賃料相当損

害金の支払請求に関す

る訴えの提起及び和解

の専決処分の件 

 

 

府営住宅の家賃及び共益費並びに賃料相当損害金の支

払請求に関する訴えの提起及び和解について、地方自治法

第１８０条第１項の規定により専決処分にしたので、同条第

２項の規定により報告するもの。 

(1) 訴えの提起  １件 

専 決 日  令和６年７月５日 

(2) 和   解  ２件 

専 決 日  令和６年７月５日 

 

４ 

 

 

母子父子寡婦福祉資金

貸付金返還請求に関す

る訴えの提起の専決処

分の件 

 

母子父子寡婦福祉資金貸付金返還請求に関する訴えの提起

について、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処

分にしたので、同条第２項の規定により報告するもの。 

件  数  ３件 

専 決 日  令和６年７月９日 

 

５ 

 

 

住居表示に関する法律

に基づく住居表示の実

施等に伴う関係条例の

整備の専決処分の件 

 

住居表示に関する法律に基づく住居表示の実施等に伴い関

係条例を整備することについて、地方自治法第１８０条第１

項の規定により専決処分にしたので、同条第２項の規定によ

り報告するもの。 

〔関係条例〕 

・大阪府警察署の名称、位置及び管轄区域に関する条例（大

阪府貝塚警察署の位置表示を改めるもの） 

専 決 日  令和６年８月２１日 
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番号 

 
件     名 概          要 

６ 

 

 

工事請負契約変更の専

決処分の件（モノレー

ル道整備事業） 

 

工事請負契約の変更について、地方自治法第１８０条第１

項の規定により専決処分にしたので、同条第２項の規定によ

り報告するもの。 

大阪モノレール瓜生堂車両基地（仮称）内の支柱基礎建設 

工事委託契約        （令和５年３月１７日議決） 

専 決 日  令和６年７月４日 

 

７ 

 

工事請負契約変更の専

決処分の件（大阪府営

住宅建設事業） 

工事請負契約の変更について、地方自治法第１８０条第１

項の規定により専決処分にしたので、同条第２項の規定によ

り報告するもの。 

(1) 大阪府営原山台４丁住宅高層耐火住宅撤去工事請負契

約            （令和４年６月９日議決） 

専 決 日  令和６年７月１日 

(2) 大阪府営晴美台第４住宅第１次高層耐火住宅撤去工事

請負契約       （令和５年１２月１２日議決） 

専 決 日  令和６年７月１日 

 

８ 

 

地方自治法第２２１条

第３項の法人の経営状

況報告の件 

 

地方自治法第２２１条第３項の法人の経営状況について、

同法第２４３条の３第２項の規定により報告するもの。 

９ 

 

出資法人等の事業の実

施状況、経営状況等の

評価結果等報告の件 

 

出資法人等の経営評価報告に対する審査・評価・助言等に

ついて、大阪府の出資法人等への関与事項等を定める条例第

４条第４項の規定により報告するもの。 

１０ 

 

公立大学法人大阪の業

務実績に関する評価結

果報告の件 

 大阪府市公立大学法人大阪評価委員会から公立大学法人大

阪の令和５事業年度業務実績に関する評価結果の報告を受け

たため、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進

を図るための関係法律の整備に関する法律附則第３条第３項

の規定によりなお従前の例によることとされる同法第５条の

規定による改正前の地方独立行政法人法第７８条の２第６項

の規定により報告するもの。 

 

１１ 

 

地方独立行政法人大阪

府立病院機構の業務実

績に関する評価結果報

告の件 

 

地方独立行政法人大阪府立病院機構の令和５事業年度業務

実績に関する評価結果について、地方独立行政法人法第２８

条第５項の規定により報告するもの。 
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番号 

 
件     名 概          要 

１２ 

 

地方独立行政法人大阪

健康安全基盤研究所の

業務実績に関する評価

結果報告の件 

 

地方独立行政法人大阪健康安全基盤研究所の令和５事業年

度業務実績に関する評価結果について、地方独立行政法人法

第２８条第５項の規定により報告するもの。 

１３ 

 

地方独立行政法人大阪

産業技術研究所の業務

実績に関する評価結果

報告の件 

地方独立行政法人大阪産業技術研究所の令和５事業年度業

務実績に関する評価結果について、地方独立行政法人法第２

８条第５項の規定により報告するもの。 

 

 

１４ 

 

地方独立行政法人大阪

府立環境農林水産総合

研究所の業務実績に関

する評価結果報告の件 

 

地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所の令和

５事業年度業務実績に関する評価結果について、地方独立行

政法人法第２８条第５項の規定により報告するもの。 

 

１５ 

 

地方独立行政法人大阪

府立環境農林水産総合

研究所の第３期中期目

標に係る業務実績に関

する評価結果報告の件 

地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所の第３

期中期目標期間に係る業務実績に関する評価結果について、

地方独立行政法人法第２８条第５項の規定により報告するも

の。 

 

１６ 

 

教育行政に係る点検及

び評価結果報告の件 

令和５年度における第２次大阪府教育振興基本計画の進捗

状況に関する点検及び評価の結果並びに教育に関する事務の

管理及び執行の状況に関する点検及び評価の結果について、

大阪府教育行政基本条例第６条第１項及び地方教育行政の組

織及び運営に関する法律第２６条第１項の規定により報告す

るもの。 

 

１７ 

 

令和５年度における環

境の状況並びに豊かな

環境の保全及び創造に

関して講じた施策に関

する報告の件 

 

令和５年度における環境の状況並びに豊かな環境の保全及

び創造に関して講じた施策について、大阪府環境基本条例第

９条第１項の規定により報告するもの。 



 13 

【諮問（２件）】 

 
番号 

 
件     名 概          要 

諮問 

１ 

 

 

退職手当に関する処

分についての審査請

求の件 

退職手当に関する支給制限処分の内容を不服とする地

方自治法第２０６条第１項の規定に基づく元教員からの

審査請求に対する裁決を行うため、同条第２項の規定によ

り議会に諮問し意見を求めるもの。 

 

２ 

 

 

退職手当に関する処

分についての審査請

求の件 
 

退職手当に関する支給制限処分の内容を不服とする地

方自治法第２０６条第１項の規定に基づく元校長からの

審査請求に対する裁決を行うため、同条第２項の規定によ

り議会に諮問し意見を求めるもの。 

 

 

 

 

 


